
事業番号 - - -

（ ）

現状・課題
（5行程度以内）

(目) 委員等旅費 0.8

翌年度へ繰越し（D) - - - -

14.6

「学校を核とした地域力強化プラン」に整理統合。

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

社会の変化に応じた家庭教育支援について、検討委員会の設置・開催や調査研究の実施を通じて効果的な支援方策の検討を行う。また、家庭教育支援に関する効果的な方策を
全国に普及啓発するため研究協議会を開催し（H22～）、優良事例の紹介・共有を行ったり、行政担当者・支援チーム・支援員の交流を通じてノウハウの展開につなげる。

実施方法 直接実施、委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 9 3.7 33.2

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

12.9 7.8 42.9 19.9 -

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 12.9 7.8 42.9 19.9 -

- - -

-

平成29年度
事業終了

（予定）年度
令和5年度 担当課室

- -

補正予算（B) - - -

-

-

2023 文科 22 0049

文部科学省

政策 1　新しい時代に向けた教育政策の推進

事業の目的
（5行程度以内）

家庭教育を支える環境の大きな変化や児童虐待相談対応件数の急速な増加など、家庭をめぐる問題が複雑化する中で、社会全体での家庭教育支援の必要性が高まっている。全
ての保護者が安心して子供を産み育てられる社会の実現に向け、妊娠期から学齢期まで切れ目なく支援するために、循環型の家庭教育支援の仕組みを構築し、地域と協働した
家庭教育支援の総合的な推進を図ることで、国として家庭教育支援をけん引する。

地域学習推進課
地域学習推進課長
高木　秀人

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
教育基本法第10条及び第13条

関係する
計画、通知等

・新たな教育振興基本計画（令和５年６月16日閣議決定）
・家庭教育支援の具体的な推進方策について（平成29年1月）
・少子化社会対策大綱（令和２年５月29日閣議決定）
・こども政策の推進に係る有識者会議報告書（令和3年11月29日）

事業名 家庭教育支援推進事業 担当部局庁 総合教育政策局 作成責任者

事業開始年度

施策 1-5 家庭・地域の教育力の向上

政策体系・評価書URL

主要経費 教育振興助成費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.mext.go.jp/content/20211220-mxt_kanseisk02-000019646_1-
5.pdf

(目)

事業概要URL
https://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/katei/20230512-mxt_kouhou01-1.pdf

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 19.9

77%

0.9

執行率（％）
=(G)/(F)

70% 47% 77%

教育政策推進費

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
70%

主な増減理由（・要望額・予備費）

47%

令和6年度要求

(目)

(目)

2.8

　

　

　

(目)

0.8

-

教育政策推進事業委託費

庁費

諸謝金

職員旅費

その他

-

共働き家庭やひとり親家庭の増加、地域のつながりの希薄化など、家庭を取り巻く環境が変化する中、家庭教育に関する悩みや不安を持つ保護者も多く、地域の多様な人材を活用した家庭教育支援
チームなど、地域全体で家庭を支える体制を構築することが必要である。
〇母子・父子世帯の増加
　1989年：約65万世帯→2022年：約69万世帯
　*厚生労働省「国民生活基盤調査」より

〇児童相談所での児童虐待相談対応件数の増加
　1999年：約1万件→2022年：約21万件
　*厚生労働省調査より

令和6年度要求

-

-

-



アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

-

-

11 1

成果目標①-3の
設定理由

（長期アウトカム
へのつながり）

社会全体で家庭教育を支える体制を構築することで、家庭教育に対する保護者の悩み・不安を解消できるが、本事業による家庭教育への効果を測定するために
下記長期アウトカムを設定した。

成果実績

成果目標及び成果実績
①-2

（中期アウトカム）

成果目標 単位

- -

98

目標値 ％ 90

96.7 108.9

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

1

本事業の中で、優良事例の紹介や、効果的な連携方策の共有、家庭教育支援チーム・家庭教育支援員の研修・交流を行うことを通じて、地域における家庭教育支
援の体制を強化できる。そのためには、研究協議会が地域における家庭教育支援の体制を構築する上で参考となることが必要であると考えられるため、下記の短
期アウトカムを設定した。

-

-％

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

1

令和2年度 令和3年度 令和4年度
5 年度

-

90

目標年度

5

研究協議会において、参考となる優良事例や、家庭教育支援チーム・家庭教育支援員の研修・交流を行うことで、家庭教育支援に対する意識が醸成される。それ
により、家庭教育の基盤の形成が進むが、そのためには、保護者に対する学習の機会及び情報の提供その他の家庭教育を支援するために必要な施策を講じる
必要があると考えられるため、下記の中期アウトカムを設定した。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

「全国家庭教育支援研究協議会」アンケート

令和2年度 令和3年度

120

-

5

定量的な成果指標

家庭教育支援の基盤がある地域の増
加

目標値 自治体 - -

年度

家庭教育に関する悩みを相談できる保
護者の割合の増加

身近な地域に家庭教育の悩
みを相談できる人がいる保護
者の割合

達成度

単位 令和2年度

-

- - -

保護者に対する学習の機会及び
情報の提供その他の家庭教育を
支援するために必要な施策を講
じている自治体数

成果実績 自治体 -

目標最終年度

達成度 ％

555

↓

活動内容①
（アクティビティ）

研究協議会への参加 研究協議会の実施回数
活動実績

年度

90 90

定量的な成果指標 単位

箇所 1

目標年度
令和4年度

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 箇所

1 1

1

活動目標 活動指標

1

達成度 ％

-

↓

研究協議会参加者の満足度向上
研究協議会参加者に対して実
施したアンケートにおいて「参
考になった」と回答した割合

成果実績 ％ 94 87

104.4

優良事例の紹介や効果的な連携方策の共有、家庭教育支援チーム・家庭教育支援員の研修・交流を通じて、地域における家庭教育支援の体制を強化する。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

家庭教育についての保護者へのアンケート調査
※「身近な地域に家庭教育の悩みを相談できる人がいる保護者」については、令和３年度事業より新たに設けた質問項目であるため、令和２年度以前の実績はな
い、また、令和４年度は当該調査を実施していないため、実績はない。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

家庭教育についての保護者へのアンケート調査
※「保護者に対する学習の機会及び情報の提供その他の家庭教育を支援するために必要な施策を講じている」については、令和５年度事業より新たに設ける質
問項目であるため、令和４年度以前の実績はない。

成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

30

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

％ - 30 -

目標値 ％ - 25 -



-

目標年度における効果測定に関する評価（令和6年度実施)

家庭教育に対する保護者の悩み・不安を解消できるよう、真に
必要な支援を見極め、より一層家庭教育支援の充実を図る。

点検結果

本事業は全ての保護者が安心して子供を産み育てられる社会の実現に向け、妊娠期から
学齢期まで切れ目なく支援するための循環型の家庭教育支援の仕組みを構築するもので
ある。併せて、「早寝早起き朝ごはん」国民運動等を含めた子供の基本的な生活習慣の向
上を図る事業であり、政府として取り組むべき優先度が高い。事業実施においては、事業の
趣旨及び支出内容について精査を行い、真に必要なものに限定している。

-

-

本事業は、一者応札・応募となった契約があることから、より詳細な要因を分析したうえで、外部有識者の指摘を踏まえ、アウトカム指標に因果的に結びつくイン
プットの使用やアウトプットの産出ができていないように思われ、成果指標の見直しができないか検討すべきである。

外部有識者の所見

アウトカム指標に因果的に結びつくインプットの使用やアウトプットの産出ができていないように思われ、成果指標の見直しが必要である。また、委託研究の企画競争については、1者応札と
なっており、競争性の確保に向けて継続的な取り組みが必要である。

0042

2021 文科

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0039

-

-

令和2年度 文部科学省 0039

0041

令和4年度 2022 文科 21

保護者に対する妊娠期から学齢期までの切れ目ない支援を行うための連携体制の構築や、様々な課題を抱えながらも地域から孤立し自ら相談の場にアクセスす
ることが困難な家庭に対する支援をより一層充実していく。また子供達の生活リズムの向上を図る上で、全国で実施されている優良事例の分析や効果検証を行
い、広く普及していく。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 新29-0006

平成29年度 新29-0006

令和3年度

平成27年度

文部科学省

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 -

平成25年度 -

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

本事業は、令和6年度より「学校を核とした地域力強化プラン」に整理統合する予定であるが、令和5年度の結果を踏まえ、仕様内容等の見直しを図るなど、引き続
き競争性の確保等に努めるとともに、成果指標がより適切なものとなるよう検討してまいりたい。

事業内容の一部改善

廃止

-

平成30年度 35

平成23年度 -

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

平成26年度 -

備考

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

-



一般管理

　費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

0.2 消耗品費 システム構築

再委託費 調査研究に関する協議 0.7

調査の実施

1.3

雑役務費 報告書作成に係る外注費等 0.1 再委託費

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

旅費 ヒアリング調査の実施 0.2 一般管理費

計 12.2 計 17.3

2.8

0.2

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費 調査研究の実施 11 人件費 システム構築 13

諸謝金 ヒアリング調査の実施

委託

【随意契約（企画競争）】

文部科学省

33.2百万円

（A）家庭教育の総合的推進に関する

調査研究事業（民間による家庭教育支

援）

株式会社Ridilover
12百万円

（B）家庭教育の総合的推進に関する調査

研究事業（家庭教育支援システム構築事

業）

株式会社両備システムズ

17百万円

以下の本省執行分を含む

・諸謝金 0.9 百万円

・職員旅費 0.4 百万円

・委員旅費 0.4 百万円

・庁費 2.5 百万円

委託

【随意契約（企画競争）】



支出先上位１０者リスト

A.

B

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社両備システムズ 8260001007077
家庭教育支援システムの構
築のための調査研究

17.3
随意契約（企画

競争）
1 100％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社Ridilover 3013301033565
効果的な家庭教育支援方策の検
討のための調査研究

12.2
随意契約（企画

競争）
1 81％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率


	行政事業レビューシート

